
一般社団法人 日本パブリックアフェアーズ協会理事である岩本隆（慶應義塾大学大学院
経営管理研究科特任教授）は、政策提言レポート『教育機関におけるパブリッククラウド導
入拡大に向けた考察～ポストコロナ時代に求められる初等中等教育環境整備のあり方～』を
発表いたしました。

【サマリー】
・政府はクラウド・バイ・デフォルト原則を掲げ、行政機関におけるクラウド環境整備を重
要政策として取り組んでいる
・新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大により、教育機関における情報化推進は
待ったなしの状態に。文部科学省による「1人1台環境」の整備等が進む一方、教育の情報
化の基盤となるパブリッククラウドは広く導入・運用されるには至っていない
・レポートでは、初等中等教育機関におけるパブリッククラウド導入のメリットや導入拡大
に向けた課題等を明らかにした上で、ポストコロナ時代に対応した教育を実現するために必
要な政策を提言

《分析内容》
【1】教育機関におけるパブリッククラウド導入のメリット
・主なメリットとして以下が挙げられる。
⚫ Savable (教職員の負担・コストの軽減)
⚫ Secure (データを安全・安心に保存・利活用)
⚫ Scalable(児童生徒数や利用の増減等の環境変化に即応)
⚫ Seamless(時間や場所、端末等の違いを超え、切れ目なく活用)

・パブリッククラウドの導入は、以下に示すような自治体及び教育機関における様々な課題
の解決に寄与する。
①導入時・運用時のコスト合理化
②教職員の働き方改革推進
③災害や感染症蔓延時の遠隔教育対策

【2】初等中等教育機関におけるパブリッククラウド導入拡大に向けた課題
・初等中等教育の現場においては、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に、遠隔教育や
デジタル教科書などEdTech 関連サービスの活用が急速に進んでいる。一方、それらの環境
整備の基盤となるパブリッククラウド導入・利用促進に向けては次のような課題が未だ存在
する。
⚫ 個人情報保護に関する諸課題（オンライン結合禁止条例の課題、いわゆる「2000個問
題」）

⚫ 予算確保に関する課題（地方財政措置では予算重点配分がされにくい、クラウド導入に向
けた補助金等が存在しない）

⚫ ICT人材確保の課題
⚫ パブリッククラウドに関する分かりやすい情報提供の不足
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【3】パブリッククラウド導入事例
・パブリッククラウドの導入を実践している自治体・教育委員会や学校の先進事例として、
１）自治体・教育委員会や学校の負担軽減・業務改善、２）児童生徒の学びの支援、３）緊
急時のレジリエンス確保、４）研究活動の充実の４つの観点から、
事例１）長崎県：パブリッククラウドを使用した統合型校務支援システムの共同調達
事例２）ロイロノート・スクール：EdTechを支えるパブリッククラウド
事例３）札幌学院大学：災害対策とテレワーク実現のためのパブリッククラウド導入
事例４）英国オックスフォード大学：研究現場でのパブリッククラウド活用
を紹介。

《提言》
初等中等教育の現場におけるパブリッククラウド導入拡大を促すための施策として、早期に
解決が必要な事項4点を提言する。
⚫ 「オンライン結合の禁止/条例2000個問題」の早期解消
⚫ パブリッククラウド導入・利用のための補助金の新設
⚫ 自治体・教育委員会・学校におけるICT人材確保に向けた支援拡充
⚫ パブリッククラウド導入に関する情報を網羅したガイドブックの作成
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